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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) 1 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

3 純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部に関する会計基準」(企業会計

基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

8号)を適用しております。 

4  平成19年3月期及び平成19年9月中間期の「潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期

会計期間

自 平成17年 
  4月 1日 
至 平成17年 
  9月30日

自 平成18年
  4月 1日 
至 平成18年 
  9月30日

自 平成19年
  4月 1日 
至 平成19年 
  9月30日

自 平成17年 
  4月 1日 
至 平成18年 
  3月31日

自 平成18年
  4月 1日 
至 平成19年 
  3月31日

売上高 (百万円) 106,431 110,759 109,332 220,251 223,129

経常利益 (百万円) 2,681 3,109 3,248 5,829 6,450

中間(当期)純利益 (百万円) 1,610 1,831 1,990 3,715 3,837

純資産額 (百万円) 41,819 44,957 47,990 43,945 46,651

総資産額 (百万円) 101,661 108,295 109,067 108,424 109,443

１株当たり純資産額 (円) 964.61 1,034.73 1,103.38 1,010.34 1,072.19

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 37.20 42.16 45.75 84.40 88.30

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 37.08 42.10 - 84.16 -

自己資本比率 (％) 41.1 41.5 44.0 40.5 42.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,148 △288 3,073 6,135 5,743

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △566 △857 △1,792 234 △4,297

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △414 △273 △1,016 △972 △2,718

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 7,248 9,094 9,607 10,538 9,287

従業員数 (名) 1,080 1,061 1,071 1,003 1,025



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) 1  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

3  平成19年3月期の1株当たり配当額22円には、創立60周年記念配当金2円を含んでおります。 

4  純資産の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針(企業会計基準適用指針

第8号)を適用しております。 

5  平成19年3月期及び平成19年9月中間期の「潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

  

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期

自 平成17年 
  4月 1日 
至 平成17年 
  9月30日

自 平成18年
  4月 1日 
至 平成18年 
  9月30日

自 平成19年
  4月 1日 
至 平成19年 
  9月30日

自 平成17年 
  4月 1日 
至 平成18年 
  3月31日

自 平成18年
  4月 1日 
至 平成19年 
  3月31日

売上高 (百万円) 100,626 103,249 100,426 204,661 206,620

経常利益 (百万円) 2,417 2,809 2,779 5,345 5,859

中間(当期)純利益 (百万円) 1,402 1,793 1,608 3,340 3,562

資本金 (百万円) 10,334 10,334 10,334 10,334 10,334

発行済株式総数 (千株) 45,649 45,649 45,649 45,649 45,649

純資産額 (百万円) 39,563 42,443 44,711 41,430 43,844

総資産額 (百万円) 98,064 103,269 103,693 103,190 103,901

１株当たり純資産額 (円) 912.59 976.88 1,027.99 952.43 1,007.68

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 32.39 41.28 36.96 75.73 81.98

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 32.29 41.22 - 75.52 -

１株当たり配当額 (円) 8.00 9.00 10.00 18.00 22.00

自己資本比率 (％) 40.3 41.1 43.1 40.1 42.2

従業員数 (名) 913 929 935 887 898



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年9月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年9月30日現在の従業員数は、935名であります。 

(注)従業員数は、就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、提出会社と労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

また、連結子会社には労働組合はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

産業システム 420

電子・情報通信デバイス 576

その他 10

全社(共通) 65

合計 1,071



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

①概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済の先行き不透明感が強まる中で、企業の設備

投資は底堅いものの、やや力強さに欠け、個人消費は足踏み状態を続けております。これまで順調な

回復基調できた景気は緩やかな回復に止まりました。 

当社グループの取引に関連する業界も、建設、半導体、自動車、工作機械関連は概ね堅調に推移し

ましたが、デジタル家電関連では米国市場の低迷による一部生産調整もあり伸び悩みました。 

こうした状況下、当社グループは中期経営計画「EV・8(Evolution 2008)」の中間年度として、そ

の目標達成に向け鋭意取り組んでまいりました。 

その結果、当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高1,093億32百万円(前年同期比1.3%

減)と微減収になりましたが、堅調なアジア市場と円安基調による海外子会社の寄与もあり、経常利

益32億48百万円(前年同期比4.5%増)、中間純利益19億90百万円(前年同期比8.7%増)と増益になりまし

た。 

また、本年4月の当社創立60周年を契機に企業の社会的責任(CSR)の一環として、地球環境保全活動

に積極的な取り組みを開始いたしました。今後とも環境保全活動をはじめ、社会貢献活動を継続実施

してCSRの実現を目指してまいります。 

  

②事業部門別セグメントの業績 

産業システム部門 

「建設・環境」ビジネスユニット 

ビルシステムセクションでは、公共投資は減少したものの新規建設及びリニューアル需要が回復

し、大幅な増収となりました。 

冷熱住機セクションでは、民間の新規ビル建設需要及びリニューアル需要の増加を背景に受注が促

進され増収となりました。 

建設・環境ビジネスユニット関連の子会社3社は、製造業向け工事物件の受注規模拡大により増収

となりました。 

結果、建設・環境ビジネスユニットの中間連結売上高は、117億91百万円(前年同期比11.3%増)とな

りました。 

「FAシステム」ビジネスユニット 

FAシステムビジネスユニットでは、製造業の設備投資は比較的堅調に推移いたしましたが、当社の

主要顧客である半導体・液晶関連の設備投資が減少し、サーボシステム・プログラマブルコントロー

ラー等の販売が低迷したことにより減収となりました。 

結果、FAシステムビジネスユニットの中間連結売上高は、188億72百万円(前年同期比3.4%減)とな

りました。 

  

以上のことから、産業システム部門全体の中間連結売上高は、306億63百万円(前年同期比1.8%増)

となり、営業利益は13億14百万円(前年同期比10.9%増)となりました。 

  



電子・情報通信デバイス部門 

「半導体・デバイス」ビジネスユニット 

半導体・デバイスセクションでは、自動車電装品関連市場・産業関連市場は堅調に推移しました。

一方、デジタル家電市場については、デジタルカメラ・液晶テレビは好調に推移しましたが、PDPテ

レビ・デジタルムービー等の市場低迷による一部生産調整があり、減収となりました。 

海外子会社は、中国での銅合金やデバイス品の販売が伸長し、大幅な増収となりました。 

産業デバイスセクションでは、重電システム関連が堅調に推移いたしましたが、家電関連が総じて

軟調に推移し、国内の銅合金関連はユーザーの生産調整が長引き減収となりました。 

結果、半導体・デバイスビジネスユニットの中間連結売上高は、759億93百万円(前年同期比2.4%

減)となりました。 

  

「情報通信デバイス」ビジネスユニット 

情報通信デバイスビジネスユニットでは、サーバー・ストレージ等のソリューションビジネスの展

開を図り、PC・ソフトウエア関連で大口案件の受注がありましたが、主力の液晶モニターは客先の低

迷により減収となりました。 

結果、情報通信デバイスビジネスユニットの中間連結売上高は、26億73百万円(前年同期比2.0%減)

となりました。 

  

以上のことから、電子・情報通信デバイス部門全体の中間連結売上高は、786億66百万円(前年同期

比2.4%減)となり、営業利益は17億82百万円(前年同期比4.8%減)となりました。 

  

その他 

その他の子会社としては、当社グループ向けリースと当社の業務を受託する菱幸株式会社があり、

当社グループの管理業務効率化等に取り組んでおります。 

  

③所在地別セグメントの業績 

日本 

国内では、新規建設やリニューアルの増加により、ビルや冷熱住機事業は伸長したものの、液晶・

半導体向け設備投資の減少や、デジタル家電市場において一部生産調整があり、FAシステム及び半導

体・デバイス事業が伸びず、中間連結売上高は951億38百万円(前年同期比3.2%減)、営業利益は27億

99百万円(前年同期比0.8%減)となりました。 

アジア 

アジア地域では、中国市場での銅合金やデバイス品の販売が伸長し、中間連結売上高は141億93百

万円(前年同期比13.9%増)、営業利益は3億16百万円(前年同期比34.3%増)となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金等調整前中

間純利益を32億37百万円(前年同期比1億34百万円増)計上し、法人税等の支払、投資有価証券の取得

や配当金の支払い等を行った結果、96億7百万円(前年同期比5億13百万円増)の残高となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動から得られた資金は30億73百万円(前年同期比33億62百万円

増)となりました。これは主に税金等調整前中間純利益の計上32億37百万円、売上債権・仕入債務の

減少とたな卸し資産の増加によるネット資金の増加1億77百万円、法人税等の支払による資金の減少

12億56百万円等によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動に使用された資金は17億92百万円(前年同期比9億34百万円

増)となりました。これは主に投資有価証券の売買によるネット支出14億82百万円によるものであり

ます。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動に使用された資金は10億16百万円(前年同期比7億42百万円

減)となりました。これは主に短期借入金の返済4億38百万円と配当金の支払5億62百万円によるもの

であります。 

  

  



２ 【生産，受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

  

 
(注) 1 金額は仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

2 数量は単位、呼称が多岐にわたるため、省略しております。 

  

(2) 販売実績 

① 販売方法 

当社グループは、メーカー製造に係る商品をユーザー又は販売店に、また、材料、半製品をメーカ

ー又はユーザーに販売しております。 

② 販売実績 

  

 
(注) 1 販売実績は、受入手数料を含めて計上しております。 

2 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

3 数量は単位、呼称が多岐にわたるため、省略しております 

4 主な販売先への販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

   

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

 建設・環境ビジネスユニット 11,854 114.7

 FAシステムビジネスユニット 16,672 95.4

産業システム部門 計 28,526 102.6

 半導体・デバイスビジネスユニット 70,420 96.3

 情報通信デバイスビジネスユニット 2,553 97.2

電子・情報通信デバイス部門 計 72,973 96.3

その他 1 173.7

合計 101,502 98.0

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

 建設・環境ビジネスユニット 11,791 111.3

 FAシステムビジネスユニット 18,872 96.6

産業システム部門 計 30,663 101.8

 半導体・デバイスビジネスユニット 75,993 97.6

 情報通信デバイスビジネスユニット 2,673 98.0

電子・情報通信デバイス部門 計 78,666 97.6

その他 1 52.8

合計 109,332 98.7

販売先

前中間連結会計期間
(自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年 4月 1日
至 平成19年 9月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

三菱電機㈱ 11,168 10.1 10,381 9.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はありません。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設，除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 113,100,000

計 113,100,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年 9月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,649,955 45,649,955
東京証券取引所
市場第一部

―

計 45,649,955 45,649,955 ― ―



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年9月30日 ― 45,649 ― 10,334 ― 7,355



(5) 【大株主の状況】 

平成19年9月30日現在 

 
(注)1 所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

  2 上記の他、当社所有の自己株式が2,156千株(4.7%)あります。 

3  次の法人から、大量保有報告書の提出があり(報告義務発生日 平成19年2月15日)、次のとおり株式を所有して

いる旨報告を受けておりますが、当中間期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができません

ので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

 
  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目7-3 15,512 34.0

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社信託口

東京都中央区晴海1丁目8-11 1,384 3.0

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社信託口

東京都港区浜松町2丁目11-3 1,286 2.8

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505019(常
任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行)

AIB INTERNATIONAL  CENTRE  P.O.  BOX  518 
IFSC DUBLIN IRELAND(東京都中央区日本橋兜
町6番7号)

1,240 2.7

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2-1 1,087 2.4

資産管理サービス信託銀行株式
会社証券投資信託口

東京都中央区晴海1丁目8-12 817 1.8

シービーエヌワイデイエフエイ
インターナショナルキャップバ
リューポートフォリオ(常任代理
人 シティバンク、エヌ・エイ
東京支店)

1299 OCEAN AVENUE 11F. SANTA MONICA, CA 
90401 U.S.A.(東京都品川区東品川2丁目3-
14)

633 1.4

野村信託銀行株式会社投信口 東京都千代田区大手町2丁目2-2 626 1.4

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7-1 465 1.0

明治安田生命保険相互会社(常任
代理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内2丁目7-1(東京都中央
区晴海1丁目8-12)

456 1.0

計 ― 23,508 51.5

氏名又は名称 住所 所有株式数(千株)
発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(%)

野村アセットマネジメント
株式会社

東京都中央区日本橋一丁目12番1号 2,315 5.07



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年9月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年9月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,156,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式42,871,000 42,871 同上

単元未満株式 普通株式  622,955 ― 同上

発行済株式総数 45,649,955 ― ―

総株主の議決権 ― 42,871 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
菱電商事株式会社

東京都豊島区 
東池袋3-15-15

2,156,000 － 2,156,000 4.7

計 ― 2,156,000 － 2,156,000 4.7



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

(2) 退任役員 

  

 
  

  

(3) 役職の異動 

  

 
  

  

  

月別 平成19年4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高(円) 975 945 983 1,000 934 901

最低(円) 905 861 896 886 808 835

役名 職名 氏名 退任年月日

常務取締役 関西支社長 尾 崎 重 忠 平成19年9月7日 逝去

役名及び新職名 役名及び旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役専務 
ルネサス・三菱半導体事業
本部長兼電子デバイス事業

本部長

代表取締役専務 
ルネサス・三菱半導体事業

本部長
安 田 新 介 平成19年9月7日

常務取締役 
関西支社長

常務取締役 
東京支社長

宮 本 陽 道 平成19年9月7日

取締役 
東京支社長

取締役 
電子デバイス事業本部長

小 林 一 義 平成19年9月7日



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の中間

財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平

成19年4月1日から平成19年9月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間（平成19年4月1日から

平成19年9月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  



１【中間連結財務諸表等】 

（1） 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の要約

連結貸借対照表

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

区   分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,094 9,607 9,287

 ２ 受取手形及び売掛金 ※3 68,460 64,980 66,918

 ３ 有価証券 － 108 －

 ４ たな卸資産 13,029 12,789 12,547

 ５ 短期貸付金 － 2,997 2,982

 ６ 繰延税金資産 788 804 819

 ７ その他 2,787 2,616 2,730

   貸倒引当金 △  99 △ 107 △ 128

   流動資産合計 94,061 86.9 93,797 86.0 95,156 86.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1

  (1)建物及び構築物 813 784 794

  (2)機械装置及び運搬具 132 116 127

  (3)工具・器具・備品 352 298 327

  (4)土地 3,113 3,113 3,113

  (5)建設仮勘定 1 4,413 － 4,313 － 4,363

 ２ 無形固定資産

  (1)のれん 10 － －

  (2)ソフトウェア 834 916 998

  (3)その他 39 883 44 961 45 1,043

 ３ 投資その他の資産

  (1)投資有価証券 5,556 6,657 5,474

  (2)長期前払費用 23 15 17

  (3)繰延税金資産 34 32 29

  (4)その他 3,527 3,462 3,543

   貸倒引当金 △ 203 8,937 △ 171 9,995 △ 184 8,879

   固定資産合計 14,234 13.1 15,270 14.0 14,286 13.1

   資産合計 108,295 100.0 109,067 100.0 109,443 100.0



 
  

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の要約

連結貸借対照表

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

区   分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※3 53,871 53,248 54,798

 ２ 短期借入金 2,689 244 649

 ３ 未払法人税等 1,287 1,433 1,425

 ４ その他 2,544 3,358 3,062

   流動負債合計 60,392 55.8 58,285 53.4 59,936 54.8

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 1,404 1,384 1,327

 ２ 役員退職慰労引当金 168 193 183

 ３ その他 1,373 1,214 1,343

   固定負債合計 2,946 2.7 2,791 2.6 2,854 2.6

   負債合計 63,338 58.5 61,076 56.0 62,791 57.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 10,334 9.5 10,334 9.5 10,334 9.4

 ２ 資本剰余金 7,362 6.8 7,363 6.7 7,363 6.7

 ３ 利益剰余金 26,705 24.7 29,744 27.3 28,319 25.9

 ４ 自己株式 △ 733 △ 0.7 △ 736 △ 0.7 △ 720 △ 0.6

   株主資本合計 43,668 40.3 46,705 42.8 45,296 41.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

1,302 1.2 1,152 1.1 1,311 1.2

 ２ 為替換算調整勘定 △  13 △ 0.0 131 0.1 43 0.0

   評価・換算差額等 
   合計

1,289 1.2 1,284 1.2 1,354 1.2

   純資産合計 44,957 41.5 47,990 44.0 46,651 42.6

   負債純資産合計 108,295 100.0 109,067 100.0 109,443 100.0



②【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度の要約

連結損益計算書
（自平成18年４月１日
至平成18年９月30日）

（自平成19年４月１日
至平成19年９月30日）

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

区   分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 110,759 100.0 109,332 100.0 223,129 100.0

Ⅱ 売上原価 99,909 90.2 98,501 90.1 201,232 90.2

   売上総利益 10,850 9.8 10,831 9.9 21,896 9.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※1
 

7,788 7.0 7,723 7.0
 

15,630 7.0

   営業利益 3,062 2.8 3,107 2.9 6,265 2.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 17 60 48

 ２ 受取配当金 28 124 79

 ３ 持分法による 
   投資利益

30 40 60

 ４ 仕入割引 6 11 13

 ５ 雑収益 106 189 0.1 93 330 0.3 217 419 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 26 25 61

 ２ 売上割引 30 36 66

 ３ 為替差損 46 76 43

 ４ 投資有価証券売却損 － 19 －

 ５ 雑損失 38 142 0.1 31 189 0.2 63 234 0.1

   経常利益 3,109 2.8 3,248 3.0 6,450 2.9

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券 
   売却益

－ － － － － － 133 133 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券 
   評価損

 
6

 
6 0.0 11 11 0.0

 
94

 
94 0.0

 税金等調整前 
 中間(当期)純利益

3,102 2.8 3,237 3.0 6,489 2.9

 法人税、住民税 
 及び事業税

1,180 1,264 2,566

 法人税等調整額 90 1,270 1.1 △ 16 1,247 1.2 85 2,652 1.2

 中間（当期）純利益 1,831 1.7 1,990 1.8 3,837 1.7



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 10,334 7,361 25,364 △  728 42,332

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △  434 △  434

 利益処分による役員賞与 △   56 △   56

 中間純利益 1,831 1,831

 自己株式の取得 △   14 △   14

自己株式の処分 0 9 9

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ 0 1,340 △   5 1,335

平成18年９月30日残高(百万円) 10,334 7,362 26,705 △  733 43,668

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,585 27 1,612 43,945

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △  434

 利益処分による役員賞与 △   56

 中間純利益 1,831

 自己株式の取得 △   14

自己株式の処分 9

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△  283 △   40 △  323 △  323

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△  283 △   40 △  323 1,011

平成18年９月30日残高(百万円) 1,302 △   13 1,289 44,957



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 10,334 7,363 28,319 △  720 45,296

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △  565 △  565

 中間純利益 1,990 1,990

 自己株式の取得 △   16 △   16

自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ 0 1,424 △   15 1,409

平成19年９月30日残高(百万円) 10,334 7,363 29,744 △  736 46,705

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,311 43 1,354 46,651

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △  565

 中間純利益 1,990

 自己株式の取得 △   16

自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△  158 88 △   70 △   70

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△  158 88 △   70 1,338

平成19年９月30日残高(百万円) 1,152 131 1,284 47,990



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 10,334 7,361 25,364 △  728 42,332

連結会計年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △  434 △  434

 剰余金の配当 △  391 △  391

 利益処分による役員賞与 △   56 △   56

 当期純利益 3,837 3,837

 自己株式の取得 △   33 △   33

自己株式の処分 1 41 42

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

－ 1 2,955 7 2,964

平成19年３月31日残高(百万円) 10,334 7,363 28,319 △  720 45,296

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,585 27 1,612 43,945

連結会計年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △  434

 剰余金の配当 △  391

 利益処分による役員賞与 △   56

 当期純利益 3,837

 自己株式の取得 △   33

自己株式の処分 42

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)

△  274 16 △  258 △  258

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△  274 16 △  258 2,705

平成19年３月31日残高(百万円) 1,311 43 1,354 46,651



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書

(自平成18年４月１日

至平成18年９月30日)

(自平成19年４月１日

至平成19年９月30日)

(自平成18年４月１日

至平成19年３月31日)

区      分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前中間（当期）純利益 3,102 3,237 6,489

   減価償却費 260 298 544

   貸倒引当金の増減額 24 △    34 34

   退職給付引当金の増減額 △  15 56 △    92

   役員退職慰労引当金の増減額 △  65 9 △    50

   受取利息及び配当金 △  46 △   184 △   127

   支払利息 26 25 61

   為替差損益 0 0 0

   持分法による投資利益 △  30 △    40 △    60

   固定資産除売却損益 3 △     0 8

   投資有価証券売却損益 △  11 19 △   171

   投資有価証券評価損 6 11 94

   売上債権の増減額 △ 937 2,110 745

   たな卸資産の増減額 △ 589 △   157 △    31

   仕入債務の増減額 △ 227 △ 1,774 514

   その他 △ 227 591 553

     小    計 1,274 4,167 8,512

   利息及び配当金の受取額 50 190 130

   利息の支払額 △  26 △    27 △    60

   法人税等の支払額 △ 1,586 △ 1,256 △ 2,839

  営業活動によるキャッシュ・フロー △ 288 3,073 5,743

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △ 144 △   119 △   332

   有形固定資産の売却による収入 6 1 8

   無形固定資産の取得による支出 △ 122 △   282 △   266

   投資有価証券の取得による支出 △ 653 △ 1,890 △ 1,420

   投資有価証券の売却による収入 57 408 734

   短期貸付金の純増減額 － △    15 △ 2,982

   その他資産増減額 △  1 105 △    39

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 857 △ 1,792 △ 4,297

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金純増減額 166 △   438 △ 1,901

   ストックオプション行使による収入 9 － 41

   自己株式単元未満株式純増減額 △  14 △    15 △    32

   配当金の支払額 △ 434 △   562 △   825

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 273 △ 1,016 △ 2,718

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △  23 55 20

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 1,443 319 △ 1,250

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 10,538 9,287 10,538

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末) 
  残高

※1 9,094 9,607 9,287



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

イ）連結子会社の数    ７社

連結子会社名 菱幸㈱、東京菱商テ

クノ㈱、大阪菱商テクノ㈱、名古屋

菱商テクノ㈱、RYOSHO TECHNO

SINGAPORE PTE.LTD.、菱商香港有限

公司、菱商電子（上海）有限公司

なお、東京菱商デバイス㈱、大阪

菱商デバイス㈱、アールエス・ロジ

テム㈱については、当中間連結会計

期間中に清算結了したことに伴い連

結子会社から除外しております。た

だし、同社の清算結了時までの損益

計算書を連結しております。

１ 連結の範囲に関する事項

イ）連結子会社の数    ７社

連結子会社名 菱幸㈱、東京菱商テ

クノ㈱、大阪菱商テクノ㈱、名古屋

菱商テクノ㈱、RYOSHO TECHNO

SINGAPORE PTE.LTD.、菱商香港有限

公司、菱商電子（上海）有限公司

１ 連結の範囲に関する事項 

イ）連結子会社の数    ７社

連結子会社名 菱幸㈱、東京菱商テ

クノ㈱、大阪菱商テクノ㈱、名古屋

菱商テクノ㈱、RYOSHO TECHNO 

SINGAPORE PTE.LTD.、菱商香港有限

公司、菱商電子（上海）有限公司

なお、東京菱商デバイス㈱、大阪

菱商デバイス㈱、アールエス・ロジ

テム㈱については、当連結会計年度

において清算結了したことに伴い連

結子会社から除外しております。た

だし、同社の清算結了時までの損益

計算書を連結しております。

ロ）非連結子会社の数   １社 

  RYOSHO U.S.A. INC.

ロ）非連結子会社の数   １社 

   同        左

ロ）非連結子会社の数   １社 

   同        左

ハ)非連結子会社について連結の範

囲から除いた理由

非連結子会社１社の総資産、売上

高、中間純利益及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも少額

であり、中間連結財務諸表に重要な

影響を与えていないためでありま

す。

ハ)非連結子会社について連結の範

囲から除いた理由 

   同        左

ハ)非連結子会社について連結の範

囲から除いた理由

非連結子会社１社の総資産、売上

高、当期純利益及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも少額

であり、連結財務諸表に重要な影響

を与えていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

イ)持分法適用の関連会社 １社

 メルコ保険サービス㈱

なお、非連結子会社１社（RYOSHO 

U.S.A. INC.）は、中間純利益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲から除

外しております。

２ 持分法の適用に関する事項 

イ)持分法適用の関連会社 １社 

   同        左

２ 持分法の適用に関する事項

イ)持分法適用の関連会社 １社

 メルコ保険サービス㈱

なお、非連結子会社１社(RYOSHO 

U.S.A. INC.)は、当期純利益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外

しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社のうち、RYOSHO

TECHNO SINGAPORE PTE.LTD.及び菱

商香港有限公司並びに菱商電子（上

海）有限公司の中間決算日は６月30

日であります。中間連結財務諸表の

作成にあたっては、同日現在の中間

財務諸表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っており

ます。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  同         左 

 

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項

連結子会社のうち、RYOSHO

TECHNO SINGAPORE PTE.LTD.及び菱

商香港有限公司並びに菱商電子（上

海）有限公司の決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の決算財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

たな卸資産…主として総平均法に

基づく原価法

 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの…

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

４ 会計処理基準に関する事項

イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

たな卸資産…同      左

 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの…

 同      左

４ 会計処理基準に関する事項

イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

たな卸資産…同      左

 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの…

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

   時価のないもの… 

    移動平均法による原価法 

 デリバティブ…時価法 

 

   時価のないもの… 

    同      左 

 デリバティブ…同 左 

 

   時価のないもの… 

    同      左 

 デリバティブ…同 左 

 

ロ)重要な減価償却資産の減価償却

方法

 有形固定資産の減価償却方法…

主として定率法を採用してお

ります。

主な耐用年数は以下のとおり

であります。

  建物及び構築物  3～50年

  機械装置及び運搬具5～ 6年

なお、連結子会社１社はリー

ス期間を償却年数とし、リース

期間満了時の処分見積価額を残

存価額とする定額法を採用して

おります。

    

   ―――――――――――

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ロ)重要な減価償却資産の減価償却

方法

 有形固定資産の減価償却方法…

    同      左
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（会計方針の変更）

 当社及び国内連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、当中間連結会計

期間より、平成19年4月１日以降に

取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。

 これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

ロ)重要な減価償却資産の減価償却

方法

 有形固定資産の減価償却方法…

 同      左

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

   ―――――――――――

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）

   ―――――――――――  当社及び国内連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、平成19年3月31

日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の5％

に到達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の5％相当額

と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

   ―――――――――――

 これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

 無形固定資産の減価償却方法…

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。

 無形固定資産の減価償却方法… 

   同      左 

 

 無形固定資産の減価償却方法… 

   同      左 

 

ハ)重要な引当金の計上基準

貸倒引当金…債権の貸倒れによる

損失に備えるため、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を、その他の債権に

ついては貸倒実績率による計算

額を計上しております。

ハ)重要な引当金の計上基準 

 貸倒引当金… 

   同      左 

 

ハ)重要な引当金の計上基準 

 貸倒引当金… 

   同      左 

 

退職給付引当金…親会社及び国内

連結子会社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発

生していると認められる額を計

上しております。

  なお、過去勤務債務は、その

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法により費

用処理しております。

  また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生した翌連結

会計年度から費用処理すること

としております。

 退職給付引当金…

   同      左

退職給付引当金…親会社及び国内

連結子会社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上

しております。

  なお、過去勤務債務は、その

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法により費

用処理しております。

  また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生した翌連結

会計年度から費用処理すること

としております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

役員退職慰労引当金…親会社及

び国内連結子会社は、役員の

退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

役員退職慰労引当金…

   同      左

役員退職慰労引当金…親会社及び

国内連結子会社は、役員の退職

慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上

しております。

    

   ―――――――――――

    

   ―――――――――――

役員賞与引当金…親会社は役員賞

与の支出に備えるため、当連結

会計年度における支給見込額に

基づき計上しております。

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第

4号 平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 この結果、従来の方法に比べて販

売費及び一般管理費が56百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益がそれぞれ同額減

少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

ニ)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

なお、在外子会社等の資産及び

負債並びに収益及び費用は、中間

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含め

ております。

ニ)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

   同      左

ニ)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。

なお、在外子会社等の資産及び負

債並びに収益及び費用は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めております。

ホ)重要なリ－ス取引の処理方法

リ－ス物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リ－ス取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

ホ)重要なリ－ス取引の処理方法 

   同      左 

 

ホ)重要なリ－ス取引の処理方法 

   同      左 

 

 

ヘ)重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を

採用しております。

ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   同      左 

 

ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   同      左 

 



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段…先物為替予約

ヘッジ対象…製品輸出による外

貨建売上債権及び

製品輸入による外

貨建買入債務並び

に外貨建予定取引

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同    左

ヘッジ対象…同    左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同    左

ヘッジ対象…同    左

 ③ヘッジ方針

親会社の内部規程である、「為

替リスク管理規程」に基づき為替

変動リスクをヘッジしておりま

す。

 ④ヘッジの有効性評価の方法

原則としてヘッジ手段と元本、

通貨、時期等の条件が同一の取引

を締結することにより有効性は保

証されております。

 ③ヘッジ方針 

   同      左 

 

 

 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

   同      左  

 ③ヘッジ方針 

   同      左 

 

 

 

 ④ヘッジの有効性評価の方法

 同      左

ト)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜処理によっておりま

す。

ト)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

   同      左 

 

 

ト)その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理方法 

   同      左 

 

 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   同      左 

 

５ 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。



会計方針の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5号 平成

17年12月9日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月9日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、44,957百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

   ―――――――――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第8

号 平成17年12月9日）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は、46,651百万円であり

ます。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間において、「営業権」として掲

記されていたものは、当中間連結会計期間から「のれ

ん」と表示しております。

       ―――――――――――



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 
  

  

（中間連結損益計算書関係） 

 
  

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日）

※１有形固定資産の減価償却累計額
          2,834 百万円 
 

※１有形固定資産の減価償却累計額
           2,868百万円 
 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
             2,841百万円 
 

 

 ２保証債務
              百万円
従業員持家融資等に対 
する保証 
営業取引に対する保証

 
909
34
944

 

 ２保証債務
             百万円
従業員持家融資等に対
する保証 
営業取引に対する保証

777
    9

786
 

２保証債務
             百万円 
従業員持家融資等に対 
する保証

  
   837

営業取引に対する保証     54
891

※３中間連結会計期間末日満期手形
中間連結会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理しております。
 なお、当中間連結会計期間の末日
は金融機関の休日であったため、次
の満期手形が当中間連結会計期間末
日の残高に含まれております。
 受取手形     1,313 百万円
 支払手形     2,388 百万円

※３中間連結会計期間末日満期手形
中間連結会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理しております。
 なお、当中間連結会計期間の末日
は金融機関の休日であったため、次
の満期手形が当中間連結会計期間末
日の残高に含まれております。
 受取手形    1,134 百万円
 支払手形    2,356 百万円

  
※３連結会計年度末日満期手形
連結会計年度末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日をも
って決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日は金融
機関の休日であったため、次の満期
手形が当連結会計年度末日の残高に
含まれております。
受取手形     1,138 百万円
支払手形     2,576 百万円

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１販売費及び一般管理費の主要費
  目及び金額は次のとおりであり

  ます。

運賃諸掛 988百万円
給与諸手当 2,314
賞与 985
役員退職慰労
引当金繰入額 80
退職給付費用 231
福利厚生費 606
賃借料 558
減価償却費 260
貸倒引当金 
繰入額 29

 
 

  

※１販売費及び一般管理費の主要費
  目及び金額は次のとおりであり

  ます。

運賃諸掛 953百万円
給与諸手当 2,338
賞与 1,071
役員退職慰労
引当金繰入額 19
退職給付費用 177
福利厚生費 620
賃借料 554
減価償却費 297

 
  

※１販売費及び一般管理費の主要費
 目及び金額は次のとおりであり

  ます。

運賃諸掛 1,947百万円
給与諸手当 4,579
賞与 2,100
役員退職慰労
引当金繰入額 100
退職給付費用 444
福利厚生費 1,217
賃借料 1,124
減価償却費 544
貸倒引当金
繰入額 72

 
 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加15,531株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

減少23,719株の内訳は、ストック・オプションの行使による減少23,000株、及び単元未満株式の売渡 

請求による減少719株であります。 

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 45,649,955       －      － 45,649,955

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株)     2,210,221     15,531   23,719    2,202,033

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 434百万円 10 円 平成18年3月31日 平成18年6月30日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年11月16日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 391百万円 9 円 平成18年9月30日 平成18年12月11日



Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加17,183株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

減少479株の内訳は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。 

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 45,649,955       －      － 45,649,955

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株)        2,139,355         17,183           479       2,156,059

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年5月15日 
取締役会

普通株式 565百万円 13円 平成19年3月31日 平成19年6月14日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年11月15日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 434百万円 10円 平成19年9月30日 平成19年12月10日



Ⅲ 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加36,443株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

減少107,309株の内訳は、ストック・オプションの行使による減少106,000株、及び単元未満株式の売渡 

請求による減少1,309株であります。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 45,649,955       －      － 45,649,955

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)        2,210,221         36,443       107,309       2,139,355

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式     434百万円 10円 平成18年3月31日 平成18年6月30日

平成18年11月16日 
取締役会

普通株式 391百万円 9円 平成18年9月30日 平成18年12月11日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年5月15日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 565百万円 13円 平成19年3月31日 平成19年6月14日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１現金及び現金同等物の中間期末
  残高と中間連結貸借対照表に記
  載されている科目の金額との関
  係（平成18年９月30日）

百万円

現金及び預金勘定 9,094

預入期間が3ヶ月を 
超える定期預金

 
－

現金及び現金同等物 9,094
 

※１現金及び現金同等物の中間期末
  残高と中間連結貸借対照表に記
  載されている科目の金額との関
  係（平成19年９月30日）

百万円

現金及び預金勘定 9,607

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金  －

現金及び現金同等物 9,607
 

※１現金及び現金同等物の期末残高
 と連結貸借対照表に記載されて
 いる科目の金額との関係
 （平成19年３月31日）

百万円

現金及び預金勘定 9,287

預入期間が3ヶ月を 
超える定期預金      －

現金及び現金同等物 9,287



次へ 

（リース取引関係） 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

（貸手側）リース物件の所有権が借
    主に移転すると認められる
    もの以外のファイナンス・
    リース取引
  ①リース物件の取得価額、減価
  償却累計額及び中間期末残高

取 得 
価 額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
(百万円)

中間期末
残  高
相 当 額
(百万円)

有形固 
定資産
機械装置 
・運搬具

5 5 0

工具・器 
具・備品

8 7 0

 合計 13 13 0

 
 

（貸手側）リース物件の所有権が借
    主に移転すると認められる
    もの以外のファイナンス・
    リース取引
  ①リース物件の取得価額、減価
  償却累計額及び中間期末残高

取 得
価 額 
相当額 

(百万円)

減価償却
累 計 額
相 当 額
(百万円)

中間期末
残  高
相 当 額
(百万円)

有形固 
定資産
機械装置 
・運搬具 3 3 0

工具・器 
具・備品 4 4 0

 合計 8 8 0

 
 

（貸手側）リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

①リース物件の取得価額、減
価償却累計額及び期末残高

取 得
価 額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
(百万円)

期  末
残  高
相 当 額
(百万円)

有形固
定資産
機械装置
・運搬具 5 5 0

工具・器
具・備品 8 7 0

 合計 13 12 0

 

 

  ②未経過リース料中間期末残高
   相当額

１年以内 0百万円
１年超 0
合 計 0

 

  ②未経過リース料中間期末残高
   相当額

１年以内 0百万円
１年超 0
合 計 0

 

 ②未経過リース料期末残高相
  当額
１年以内 0百万円
１年超 0
合 計 0

 

  ③受取リース料、減価償却費及
   び受取利息相当額
受取リース料 0百万円
減価償却費 0
受取利息相当額 0

 

  ③受取リース料、減価償却費及
   び受取利息相当額
受取リース料 0百万円
減価償却費 0
受取利息相当額 0

 

 ③受取リース料、減価償却費
  及び受取利息相当額
受取リース料 0百万円
減価償却費 0
受取利息相当額 0

  ④利息相当額の算定方法 
   リース料総額と見積残存価額 
   の合計額からリース物件の購 
   入価額を控除した額を利息相 
   当額とし、各期への配分方法 
   については利息法によってお 
   ります。 
 

  ④利息相当額の算定方法
    同     左 
 
 
 
 
 
 

 ④利息相当額の算定方法 
    同     左 
 
 
 
 
 
 



（有価証券関係） 
  

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

   該当事項はありません。 

 ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
注）当中間連結会計期間において、株式について６百万円の減損処理を行っております。 

  なお、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には 

  全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められ 

  た額について減損処理を行っております。 

  

 ３ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
  
  

Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

   該当事項はありません。 

 ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
注）当中間連結会計期間において、株式について2百万円の減損処理を行っております。 

  なお、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には 

  全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められ 

  た額について減損処理を行っております。 

  

 ３ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
  

 
 

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

（１）株 式 1,881 4,074 2,192

（２）債 券

     その他 300 300 0

（３）その他 609 608 △ 1

   合 計 2,791 4,983 2,191

区   分 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

（１）その他有価証券

  非上場株式 85

 
 

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

（１）株 式 1,745 3,699 1,953

（２）債 券

     その他 400 400 －

（３）その他 2,076 2,036 △ 40

   合 計 4,223 6,135 1,912

区   分 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

（１）その他有価証券

  非上場株式 77



Ⅲ 前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

   該当事項はありません。 

 ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
注）当連結会計年度において、株式について94百万円の減損処理を行っております。 

  なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減 

  損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ 

  いて減損処理を行っております。 

  

 ３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 
  

  

 
 

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

①連結貸借対照表計上額が取得原 
 価を超えるもの
（１）株  式 1,499 3,700 2,201

（２）債  券 － － －

（３）そ の 他 308 325 17

   小   計 1,807 4,026 2,218

②連結貸借対照表計上額が取得原 
 価を超えないもの
（１）株  式 245 220 △ 25

（２）債  券

     そ の 他 301 301 －

（３）その他 334 322  △ 11

   小   計 880 844 △ 36

   合   計 2,688 4,870 2,182

区   分 連結貸借対照表計上額（百万円）

（１）その他有価証券

  非上場株式 85



（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  通貨関連 

   市場取引以外の取引 

（単位：百万円） 

 
（注） １．時価の算定方法      １．時価の算定方法        １．時価の算定方法 

     先物為替相場によって       同  左             同  左 

     おります。 

    ２．ヘッジ会計が適用     ２． 同  左          ２． 同  左 

     されているものに        

     ついては、記載対        

     象から除外してお        

     ります。            

  

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日現在）

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在）

種類 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

為替予約取引

売建

米ドル 1,232 1,245 △   12 2,115 2,125 △     9 1,776 1,764 11

買建

米ドル 184 187 2 691 685 △     6 1,085 1,063 △   22

合 計 － － △   10 － － △    16 － － △   10



（ストック・オプション等関係） 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １ ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

    該当事項はありません。 

 ２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

    該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １ ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

    該当事項はありません。 

 ２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

    該当事項はありません。 

  



Ⅲ 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １ ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

   該当事項はありません。 

 ２ 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

 
  

 
  

  

平成12年
ストック・オプション

平成13年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役      14
当社従業員資格制度に基づく
上級総合職      439

当社従業員資格制度に基づく
上級総合職          36

株式の種類及び付与数（株） 普通株式            705,000 普通株式            51,000

付与日 平成12年６月29日 平成13年６月28日

権利確定条件
付与日（平成12年６月29日）以降、
権利確定日（平成14年６月30日）ま
で継続して勤務していること。

付与日（平成13年６月28日）以降、
権利確定日（平成15年６月30日）ま
で継続して勤務していること。

対象勤務期間
平成12年６月29日～

        平成14年６月30日
平成13年６月28日～
       平成15年６月30日

権利行使期間
平成14年７月１日～

        平成19年３月31日
平成15年７月１日～
       平成19年３月31日

権利行使価格（円）              405             365

平成14年
ストック・オプション

平成15年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役      10
当社従業員資格制度に基づく
上級総合職       30

当社従業員資格制度に基づく
上級総合職          47

株式の種類及び付与数（株） 普通株式             74,000 普通株式            67,000

付与日 平成14年６月27日 平成15年６月27日

権利確定条件
付与日（平成14年６月27日）以降、
権利確定日（平成16年６月30日）ま
で継続して勤務していること。

付与日（平成15年６月27日）以降、
権利確定日（平成17年６月30日）ま
で継続して勤務していること。

対象勤務期間
平成14年６月27日～

        平成16年６月30日
平成15年６月27日～
       平成17年６月30日

権利行使期間
平成16年７月１日～

        平成19年３月31日
平成17年７月１日～
       平成19年３月31日

権利行使価格（円）              340             369



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

 
  

  

Ⅱ 当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

 
  

  

Ⅲ 前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 
  
（注）1.セグメンテ－ションの方法については、社内管理上使用している事業区分を適用しております。 

   2.各事業の主な製品 

    ①産業システム部門       昇降機、パッケ－ジエアコン、サ－ボシステム、NC装置他 

    ②電子・情報通信デバイス部門  半導体製品、電子部品、液晶、液晶モニタ－他 

    ③その他            リ－ス他 

   3.会計処理の方法の変更 

    （当中間連結会計期間） 

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更及び追加情報に記載のとおり、当社及び国内 

 連結子会社は当中間連結会計期間から法人税法の改正に伴い、減価償却の方法を変更しております。これに 

 よる損益に与える影響は軽微であります。 

    （前連結会計年度） 

  当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用して

 おります。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

  

  

産業システム 
部 門 
(百万円)

電子・情報通信

デバイス部門

(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全 社 
(百万円)

連 結 
(百万円)

売上高及び営業損益
  売  上  高
(1)外部顧客に対する売上高 30,130 80,626 2 110,759       － 110,759
(2)セグメント間の内部売上高

  又は振替高 － 44 151 196 ( 196) －

    計 30,130 80,671 154 110,956 ( 196) 110,759

  営 業 費 用 28,945 78,799 148 107,893 ( 195) 107,697
  営 業 利 益 1,185 1,872 5 3,062 (  0) 3,062

産業システム 
部 門 
(百万円)

電子・情報通信

デバイス部門

(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全 社 
(百万円)

連 結 
(百万円)

売上高及び営業損益
  売  上  高
(1)外部顧客に対する売上高 30,663 78,666 1 109,332       － 109,332
(2)セグメント間の内部売上高       
  又は振替高 － 42 164 206 ( 206) －

    計 30,663 78,709 166 109,539 ( 206) 109,332

  営 業 費 用 29,349 76,926 155 106,431 ( 206) 106,224
  営 業 利 益 1,314 1,782 10 3,108        0 3,107

産業システム 
部 門 
(百万円)

電子・情報通信

デバイス部門

(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全 社 
(百万円)

連 結 
(百万円)

売上高及び営業損益
  売  上  高
(1)外部顧客に対する売上高 62,156 160,969 3 223,129       － 223,129
(2)セグメント間の内部売上高

  又は振替高 － 72 316 389 ( 389) －

    計 62,156 161,042 320 223,518 ( 389) 223,129

  営 業 費 用 59,562 157,381 309 217,252 ( 388) 216,863
  営 業 利 益 2,594 3,661 11 6,266 (   0) 6,265



【所在地別セグメント情報】 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 
     

  

  

Ⅱ 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 
  

        

  

Ⅲ 前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
  
 （注）1.国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

    2.日本以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

       アジア： シンガポール、中国 

   3.会計処理の方法の変更 

    （当中間連結会計期間） 

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更及び追加情報に記載のとおり、当社及び国内 

 連結子会社は当中間連結会計期間から法人税法の改正に伴い、減価償却の方法を変更しております。これに 

 よる損益に与える影響は軽微であります。 

    （前連結会計年度） 

  当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用して

 おります。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

日  本 

(百万円)

ア ジ ア 

(百万円)

計 

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連  結 

(百万円)

売上高

（1）外部顧客に対する売上高 98,294 12,465 110,759          － 110,759

（2）セグメント間の内部売上 

   高又は振替額
5,026 60 5,086 ( 5,086) －

計 103,320 12,526 115,846 ( 5,086) 110,759

営業費用 100,497 12,290 112,787 ( 5,089) 107,697

営業利益 2,823 235 3,059           2 3,062

日  本 

(百万円)

ア ジ ア 

(百万円)

計 

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連  結 

(百万円)

売上高

（1）外部顧客に対する売上高 95,138 14,193 109,332          － 109,332

（2）セグメント間の内部売上 

   高又は振替額
5,347 92 5,439 ( 5,439) －

計 100,485 14,285 114,771 ( 5,439) 109,332

営業費用 97,686 13,969 111,655 ( 5,431) 106,224

営業利益 2,799 316 3,115 (      8) 3,107

日  本 

(百万円)

ア ジ ア 

(百万円)

計 

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連  結 

(百万円)

売上高

（1）外部顧客に対する売上高 196,231 26,897 223,129          － 223,129

（2）セグメント間の内部売上 

   高又は振替額
10,526 87 10,614 ( 10,614) －

計 206,758 26,984 233,743 ( 10,614) 223,129

営業費用 200,925 26,556 227,482 ( 10,618) 216,863

営業利益 5,832 428 6,261           4 6,265



【海外売上高】 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

 
  

  

       

Ⅱ 当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

 
  

       

  

Ⅲ 前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 
  

（注）1.国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

   2.各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

         アジア：シンガポール、中国 

         その他：チェコ、アメリカ 

       3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア(百万円) その他の地域(百万円) 計(百万円)

Ⅰ海外売上高 14,854 848  15,702

Ⅱ連結売上高 110,759

Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合

 
13.4％ 0.8％

 
14.2％

アジア(百万円) その他の地域(百万円) 計(百万円)

Ⅰ海外売上高 17,868 769  18,638

Ⅱ連結売上高 109,332

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合

 
16.3％ 0.7％

 
17.0％

アジア(百万円) その他の地域(百万円) 計(百万円)

Ⅰ海外売上高 32,318 1,788  34,107

Ⅱ連結売上高 223,129

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合

 
14.5％  0.8％

 
15.3％



（１株当たり情報） 

 
  

(注) 1.当中間連結会計期間及び前連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益について 

 は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2.１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下 

 のとおりであります。 

 
  

3.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 
１株当たり純資産額 1,034円73銭

１株当たり中間純利益 42円16銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 42円10銭
 

１株当たり純資産額 1,103円38銭

１株当たり中間純利益 45円75銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 －

  

１株当たり純資産額 1,072円19銭

１株当たり当期純利益 88円30銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 －

項    目

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

  中間（当期）純利益 1,831百万円 1,990百万円 3,837百万円

  普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円 －百万円

  普通株式に係る中間（当期） 
  純利益

1,831百万円 1,990百万円 3,837百万円

  普通株式の期中平均株式数 43,442千株 43,501千株 43,457千株

潜在株式調整後1株当たり中間 

純利益金額
――――――――― ―――――――――

  中間純利益調整額 －百万円

  普通株式増加数 63千株

  （うち自己株式譲渡方式によるストックオプション） （ 49千株）

  （うち新株予約権） （ 14千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間純利益の算定に

含まれなかった潜在株式の概要

――――――――― ――――――――― ―――――――――

項    目
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

純資産の部の合計額 44,957百万円 47,990百万円 46,651百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 －百万円 －百万円 －百万円

普通株式に係る中間期末(期末)の純資

産額
44,957百万円 47,990百万円 46,651百万円

1株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末(期末)の普通株式の数
43,447千株 43,493千株 43,510千株



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末 当中間会計期間末
前事業年度の 
要約貸借対照表

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金  額 
(百万円)

構成比
(％)

金  額
(百万円)

構成比
(％)

金  額 
(百万円)

構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 8,193 8,600 7,787

 ２ 受取手形 ※3 13,520 11,504 12,581

 ３ 売掛金 53,263 51,514 52,578

 ４ 有価証券 － 108 －

 ５ たな卸資産 11,013 10,530 10,356

 ６ 繰延税金資産 751 765 776

 ７ その他 ※4 2,884 5,728 5,875

   貸倒引当金 △ 100 △ 103 △ 106

   流動資産合計 89,526 86.7 88,648 85.5 89,850 86.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1 3,911 3,877 3,886

 ２ 無形固定資産 860 936 1,014

 ３ 投資その他の資産

 （1）投資有価証券 5,681 6,968 5,819

 （2）その他 3,494 3,434 3,515

    貸倒引当金 △ 203 △ 171 △ 184

  投資その他の資産合計 8,971 10,230 9,150

   固定資産合計 13,743 13.3 15,044 14.5 14,051 13.5

    資産合計 103,269 100.0 103,693 100.0 103,901 100.0



 
  

前中間会計期間末 当中間会計期間末
前事業年度の 
要約貸借対照表

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金  額 
(百万円)

構成比
(％)

金  額
(百万円)

構成比
(％)

金  額 
(百万円)

構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※3 14,996 15,186 15,961

 ２ 買掛金 36,903 35,854 36,542

 ３ 短期借入金 2,319 488 336

 ４ 未払法人税等 1,221 1,335 1,353

 ５ その他 2,467 3,345 3,028

   流動負債合計 57,907 56.1 56,209 54.2 57,222 55.1

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 1,384 1,372 1,316

 ２ 役員退職慰労引当金 162 188 176

 ３ その他 1,371 1,211 1,341

   固定負債合計 2,918 2.8 2,772 2.7 2,834 2.7

    負債合計 60,826 58.9 58,981 56.9 60,057 57.8

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 10,334 10.0 10,334 10.0 10,334 9.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 7,355 7,355 7,355

  (2) その他資本剰余金 7 8 7

   資本剰余金合計 7,362 7.1 7,363 7.1 7,363 7.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 788 788 788

  (2) その他利益剰余金

    土地圧縮積立金 204 204 204

    別途積立金 11,100 11,100 11,100

    繰越利益剰余金 12,088 14,509 13,466

   利益剰余金合計 24,181 23.4 26,602 25.6 25,559 24.6

 ４ 自己株式 △ 733 △ 0.7 △736 △ 0.7 △ 720 △ 0.7

   株主資本合計 41,143 39.8 43,563 42.0 42,536 40.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

 
1,299 1.3 1,148 1.1

 
1,308 1.3

   評価・換算差額等 
   合計

 
1,299 1.3 1,148 1.1

 
1,308 1.3

   純資産合計 42,443 41.1 44,711 43.1 43,844 42.2

   負債純資産合計 103,269 100.0 103,693 100.0 103,901 100.0



②【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間
前事業年度の 
要約損益計算書

(自平成18年４月１日
至平成18年９月30日)

(自平成19年４月１日
至平成19年９月30日)

(自平成18年４月１日
至平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金  額 
(百万円)

百分比
(％)

金  額
(百万円)

百分比
(％)

金  額 
(百万円)

百分比
(％)

Ⅰ 売上高 103,249 100.0 100,426 100.0 206,620 100.0

Ⅱ 売上原価 93,175 90.2 90,549 90.2 186,340 90.2

   売上総利益 10,073 9.8 9,877 9.8 20,280 9.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 7,292 7.1 7,159 7.1 14,540 7.0

   営業利益 2,781 2.7 2,717 2.7 5,739 2.8

Ⅳ 営業外収益 ※1 153 0.1 257 0.3 334 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※2 125 0.1 195 0.2 214 0.1

   経常利益 2,809 2.7 2,779 2.8 5,859 2.9

Ⅵ 特別利益 ※4 196 0.2 － － 330 0.2

Ⅶ 特別損失 ※5 6 0.0 11 0.0 94 0.1

 税引前中間（当期） 
 純利益

2,999 2.9 2,767 2.8 6,095 3.0

 法人税、住民税 
 及び事業税

1,119 1,179 2,450

 法人税等調整額 86 1,206 1.2 △ 19 1,159 1.2 82 2,532 1.3

 中間（当期）純利益 1,793 1.7 1,608 1.6 3,562 1.7



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰 余 金

資本剰余金

合  計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合  計
土地圧縮 

積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高 

（百万円）
10,334 7,355 6 7,361 788 204 11,100 10,786 22,879

中間会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 － △  434 △  434

 利益処分による役員賞与 － △  56 △  56

 中間純利益 － 1,793 1,793

 自己株式の取得 － －

自己株式の処分 0 0 －

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
－ － 0 0 － － － 1,302 1,302

平成18年９月30日残高 

（百万円）
10,334 7,355 7 7,362 788 204 11,100 12,088 24,181

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本 
合計

その他
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 

（百万円）
△  728 39,847 1,583 1,583 41,430

中間会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △  434 △ 434

 利益処分による役員賞与 △  56 △  56

 中間純利益 1,793 1,793

 自己株式の取得 △  14 △  14 △  14

 自己株式の処分 9 9 9

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額)
△  283 △ 283 △ 283

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
△   5 1,296 △  283 △ 283 1,013

平成18年９月30日残高 

（百万円）
△  733 41,143 1,299 1,299 42,443



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰 余 金

資本剰余金

合  計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合  計
土地圧縮 

積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成19年３月31日残高 

（百万円）
10,334 7,355 7 7,363 788 204 11,100 13,466 25,559

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 － △   565 △   565

 中間純利益 － 1,608 1,608

 自己株式の取得 － －

自己株式の処分 0 0 －

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
－ － 0 0 － － － 1,042 1,042

平成19年９月30日残高 

（百万円）
10,334 7,355 8 7,363 788 204 11,100 14,509 26,602

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本 
合計

その他
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 

（百万円）
△   720 42,536 1,308 1,308 43,844

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △   565 △   565

 中間純利益 1,608 1,608

 自己株式の取得 △    16 △    16 △    16

 自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額)
△   160 △   160 △   160

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
△    15 1,026 △   160 △   160 866

平成19年９月30日残高 

（百万円）
△   736 43,563 1,148 1,148 44,711



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰 余 金

資本剰余金

合  計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合  計
土地圧縮 

積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高 

（百万円）
10,334 7,355 6 7,361 788 204 11,100 10,786 22,879

事業年度中の変動額

 利益処分による利益配当 － △   434 △   434

 剰余金の配当 － △   391 △   391

 利益処分による役員賞与 － △    56 △    56

 当期純利益 － 3,562 3,562

 自己株式の取得 － －

自己株式の処分 1 1 －

株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
－ － 1 1 － － － 2,680 2,680

平成19年３月31日残高 

（百万円）
10,334 7,355 7 7,363 788 204 11,100 13,466 25,559

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本 
合計

その他
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 

（百万円）
△   728 39,847 1,583 1,583 41,430

事業年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △   434 △   434

 剰余金の配当 △   391 △   391

 利益処分による役員賞与 △    56 △    56

 当期純利益 3,562 3,562

 自己株式の取得 △    33 △    33 △    33

 自己株式の処分 41 42 42

株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額(純額)
△   274 △   274 △   274

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
7 2,689 △   274 △   274 2,414

平成19年３月31日残高 

（百万円）
△   720 42,536 1,308 1,308 43,844



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（1）たな卸資産 

 総平均法に基づく原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（1）たな卸資産 

   同         左

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（1）たな卸資産 

   同         左

（2）有価証券

 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

 その他有価証券

  時価のあるもの…

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しており

ます。）

（2）有価証券

 子会社株式及び関連会社株式

   同         左

 その他有価証券

  時価のあるもの…

   同         左

（2）有価証券

 子会社株式及び関連会社株式

   同         左

 その他有価証券

  時価のあるもの…

期末日の市場価格等に基づく

時価法

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しており

ます。）

  時価のないもの… 

   移動平均法による原価法

  時価のないもの… 

   同         左

  時価のないもの… 

   同         左

（3）デリバティブ 

   時価法 

 

（3）デリバティブ 

   同         左 

 

（3）デリバティブ 

   同         左 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

 定率法により償却しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

  建物・構築物   6～50年 

  車輌・運搬具     6年

２ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産

   同         左

２ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

   同         左

   ―――――――――――

（会計方針の変更）

 法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間より、平成19年4月１日以降

に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

 

   ―――――――――――

   ―――――――――――

（追加情報）

 平成19年度の法人税法改正に伴

い、平成19年3月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の5％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得価額の

5％相当額と備忘価額との差額を5年

間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。 

 これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

 

   ―――――――――――

（2）無形固定資産

 定額法により償却しております。

 なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

（2）無形固定資産 

   同         左 

 

（2）無形固定資産 

   同         左 

 



前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金 （1）貸倒引当金 （1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を、その他の債

権については貸倒実績率による計算

額を計上しております。

   同         左    同         左

（2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（12年）による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年）による定額法に

より翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。

（2）退職給付引当金 

   同         左
（2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（12年）による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年）による定額法に

より翌期から費用処理することとし

ております。

（3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規に基づく中間期末要支給

額を引当計上しております。 

 

（3）役員退職慰労引当金 

   同         左 

 

（3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 

    

   ―――――――――――

    

   ―――――――――――

（4）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるため、当

事業年度における支給見込額に基づ

き計上しております。

（会計方針の変更）

 当事業年度から、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第4

号 平成17年11月29日）を適用して

おります。 

 この結果、従来の方法に比べて販

売費及び一般管理費が56百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益がそれぞれ同額減少して

おります。 

 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

   同         左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。



  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 

６ ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…先物為替予約

ヘッジ対象…製品輸出による外貨

建売上債権及び製品

輸入による外貨建買

入債務並びに外貨建

予定取引

５ リース取引の処理方法 

   同         左 

 

 

 

 

 

６ ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

   同         左 

 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同      左

ヘッジ対象…同      左

５ リース取引の処理方法 

   同         左 

 

 

 

 

 

６ ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

   同         左 

 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同      左

ヘッジ対象…同      左

（3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する内部規

程に基づき、ヘッジ対象に係る為替

相場変動リスクを一定の範囲内でヘ

ッジしております。

（3）ヘッジ方針 

   同         左 

 

 

（3）ヘッジ方針 

   同         左 

 

 

（4）ヘッジの有効性評価の方法 

 原則としてヘッジ手段と元本、通

貨、時期等の条件が同一の取引を締

結することにより有効性は保証され

ております。

（4）ヘッジの有効性評価の方法 

   同         左

（4）ヘッジの有効性評価の方法 

   同         左 

 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理方法

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理方法

   同         左

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 消費税等の会計処理方法

   同         左



会計方針の変更 

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前事業年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第5号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、42,443百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

   ―――――――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は、43,844百万円であり

ます。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 
  

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

 

※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 1,879百万円

 
 

※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 1,942百万円

 
 

※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 1,919百万円

 

 

 ２ 偶発債務（保証債務）

従業員持家融資

等に対する保証 909百万円

営業取引に対す

る保証 34百万円

リース契約に対 8百万円

する保証

   計 952百万円

 
 

 ２ 偶発債務（保証債務）

従業員持家融資

等に対する保証 777百万円

営業取引に対す

る保証 9百万円

リース契約に対 11百万円

する保証

   計 798百万円

 
 

 ２ 偶発債務（保証債務）

従業員持家融資

等に対する保証 837百万円

営業取引に対す

る保証 54百万円

リース契約に対 11百万円

する保証

   計 902百万円

 

※３ 中間会計期間末日満期手形

 中間会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。

 なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の満

期手形が中間会計期間末日残高に含

まれております。

  受取手形    1,313百万円

  支払手形    2,385百万円
 

※３ 中間会計期間末日満期手形

 中間会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。

 なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の満

期手形が中間会計期間末日残高に含

まれております。

  受取手形    1,134百万円

  支払手形    2,356百万円

※３ 期末日満期手形

 事業年度末日の満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって

決済処理しております。

 なお、当事業年度末日は金融機関

の休日であったため、次の満期手形

が当事業年度末日の残高に含まれて

おります。

  受取手形     1,138百万円

  支払手形    2,576百万円

   

※４ 消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等は相

殺の上、流動資産「その他」に含め

て計上しております。

※４ 消費税等の取扱い

   同         左

  

   ――――――――――― 

 

 



（中間損益計算書関係） 

 
  

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

 

※１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息        3百万円 

  受取配当金      39  〃 

  仕入割引       6  〃 

  有価証券利息     5  〃 

 

 

※１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息       34百万円 

  受取配当金     135  〃 

  仕入割引      11  〃 

  有価証券利息     7 〃 

 

 

※１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息       13百万円 

  受取配当金      90  〃 

  仕入割引      13 〃 

  有価証券利息    11 〃 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息       17百万円 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息       22百万円 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息       38百万円 

 

 ３ 減価償却実施額 

  有形固定資産    43百万円 

  無形固定資産    106 〃 

 

 ３ 減価償却実施額 

  有形固定資産    43百万円 

  無形固定資産    132  〃 

 

 ３ 減価償却実施額 

  有形固定資産     89百万円 

  無形固定資産    222  〃 

 

※４ 特別利益

  子会社清算配当金  196百万円
  ―――――――――――

 

※４ 特別利益

  子会社清算配当金  196百万円

  投資有価証券売却益 82 〃  

  関係会社株式売却益  50 〃

※５ 特別損失 

  投資有価証券評価損  6百万円 

 

 

※５ 特別損失 

  投資有価証券評価損 11百万円 

 

 

※５ 特別損失 

  投資有価証券評価損 94百万円 

  

 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

増加15,531株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

減少23,719株の内訳は、ストック・オプションの行使による減少23,000株、及び単元未満株式の売渡 

請求による減少719株であります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

増加17,183株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

減少479株の内訳は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

増加36,443株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

減少107,309株の内訳は、ストック・オプションの行使による減少106,000株、及び単元未満株式の売渡 

請求による減少1,309株であります。 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株）     2,210,221     15,531    23,719    2,202,033

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株）        2,139,355          17,183            479       2,156,059

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株）        2,210,221          36,443        107,309       2,139,355



（リース取引関係） 

 
  

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

 

（借主側）リース物件の所有権が借

    主に移転すると認められる

    もの以外のファイナンス・

    リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、

 減価償却累計額相当額及び中間期

 末残高相当額
取 得 
価 額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
(百万円)

中間期末
残  高
相 当 額
(百万円)

有形固 
定資産
車輌・ 
運搬具

37 20 17

工具・器 
具・備品

185 60 124

 合計 222 80 141

 
 

（借主側）リース物件の所有権が借

    主に移転すると認められる

    もの以外のファイナンス・

    リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、

 減価償却累計額相当額及び中間期

 末残高相当額
取 得
価 額 
相当額 

(百万円)

減価償却
累 計 額
相 当 額
(百万円)

中間期末
残  高
相 当 額
(百万円)

有形固 
定資産
車輌・ 
運搬具

28 13 14

工具・器 
具・備品

163 82 80

 合計 191 95 95

 
 

（借主側）リース物件の所有権が借

    主に移転すると認められる

    もの以外のファイナンス・

    リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、

 減価償却累計額相当額及び期末残

 高相当額
取 得
価 額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
(百万円)

期  末
残  高
相 当 額
(百万円)

有形固
定資産
車輌・
運搬具

28 9 18

工具・器
具・備品

203 90 112

 合計 231 100 130

 

 

 ②未経過リース料中間期末残高相

 当額

１年以内  63百万円

１ 年 超  78 〃

合  計 142  〃

 
 

 ②未経過リース料中間期末残高相

 当額

１年以内  50百万円

１ 年 超  45 〃

合  計  96 〃

 
 

 ②未経過リース料期末残高相当額

１年以内  61百万円

１ 年 超  69 〃

合  計 131  〃

 

 ③支払リース料、減価償却費相当 

 額及び支払利息相当額 

 支払リース料     27百万円 

 減価償却費相当額   26 〃 

 支払利息相当額    0 〃

 ③支払リース料、減価償却費相当 

 額及び支払利息相当額 

 支払リース料     35百万円 

 減価償却費相当額   34  〃 

 支払利息相当額    1 〃

 ③支払リース料、減価償却費相当 

 額及び支払利息相当額 

 支払リース料      62百万円 

 減価償却費相当額   60  〃 

 支払利息相当額     2 〃

  

 ④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残 

 存価額を零とする定額法によって 

 おります。

  

 ④減価償却費相当額の算定方法 

   同         左 

 

 

  

 ④減価償却費相当額の算定方法 

   同         左 

 

 

  

 ⑤利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取 

 得価額相当額との差額を利息相当 

 額とし、各期への配分方法につい 

 ては、利息法によっております。 

 

  

 ⑤利息相当額の算定方法 

   同         左 

 

 

 

 

  

 ⑤利息相当額の算定方法 

   同         左 

 

 

 

 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成18年９月30日)、当中間会計期間末(平成19年９月30日)及び前事業年度末

(平成19年３月31日) 

いずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（１株当たり情報） 

当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、１株当たり情報については記載を省略しており

ます。 

  



(2) 【その他】 

平成19年11月15日開催の取締役会において、第68期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

    中間配当金総額       434百万円 

    １株当たりの額       10円00銭 

    支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月10日 

  

(注) 平成19年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主または 

   登録株式質権者に対し支払いを行います。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第67期(自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日)平成19年 6月28日関東財務局長に提

出 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年10月25日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成１８年１２月１３日

菱 電 商 事 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

 

  
  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている菱電商事株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、菱電商事株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  渡  辺  和  紀  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  鹿  島  か お る  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成１９年１２月１２日

菱 電 商 事 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

 

  
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている菱電商事株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで)に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、菱電商事株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  渡  辺  和  紀  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  鹿  島  か お る  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  森  夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成１８年１２月１３日

菱 電 商 事 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

 

  
  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている菱電商事株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６７期事業年度の中間

会計期間(平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、菱電商事株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  渡  辺  和  紀  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  鹿  島  か お る  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成１９年１２月１２日

菱 電 商 事 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

 

  
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている菱電商事株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第６８期事

業年度の中間会計期間(平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで)に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、菱電商事株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  渡  辺  和  紀  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  鹿  島  か お る  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  森  夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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